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発行日：2015 年 1 月 26 日 

安全データシート 

 

 

１．製品及び会社情報 

製品名 ：ベルングワックス 

製品番号 ：97-331 

会社名 ：ＴＣユニオン株式会社 

 住所 ：茨城県北相馬郡利根町押戸字城台 1650-1 

 作成部門 ：取手営業所 営業部 

 電話番号 ：0297-68-8351 

 FAX 番号 ：0297-68-8350 

 お問い合わせ窓口 ：0297-71-3120（取手営業所 営業部） 

奨励用途 ：業務用フロアーポリッシュ 

整理番号 ：118440-1 

 

２．危険有害性の要約 

GHS 分類 

 いずれの項目も、分類できない、分類対象外、または区分外 

絵表示 ：なし 

注意喚起語 ：なし 

危険有害性情報 ：なし 

 

３．組成、成分情報 

化学物質・混合物の区別 ：混合物 

 

化学名または一般名 
化学特性 

(化学式等) 
濃度範囲 CAS No. 

官報公示整理番号 

化審法 安衛法 

金属架橋型アクリル系コポリマー 非公開 13.0～16.0 非公開 非公開 非公開 

ポリオレフィンワックス 非公開 1.5～3.5 非公開 非公開 非公開 

アルカリ可溶性樹脂 非公開 1.0～2.0 非公開 非公開 非公開 

可塑剤（非有機リン系） 非公開 2.0～5.0 非公開 非公開 非公開 

融合剤 非公開 6.0～9.0 非公開 非公開 非公開 

レベリング剤 非公開 微量 非公開 非公開 非公開 

消泡剤、その他 非公開 微量 非公開 非公開 非公開 

水 H2O 残量 7731-18-5 対象外 対象外 

 

GHS 分類に寄与する不純物及び安定化添加物：情報なし 
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４．応急措置 

皮膚に付着した場合 ：水またはぬるま湯を流しながら充分に洗い流す。もし異常があれば、

医師の診察を受けること。 

目に入った場合 ：絶対に目をこすらずに 15 分以上流水で目を洗い、もし異常があれば、

医師の診察を受けること。（コンタクトレンズを装着している場合は、

速やかにはずしてから、同様の処置を行う。） 

飲み込んだ場合 ：多量の水・牛乳などを飲ませて吐かせ、直ちに医師の診断を受けるこ

と。 

応急処置をする者の保護 ：救助者は必要に応じて適切な保護具を着用すること。 

 

５．火災時の措置 

消火剤 ：多量の水、二酸化炭素、粉末消火剤、土 

使ってはならない消火剤 ：特に無い。  

特有の消火方法 ：ガスの滞留しない場所で風上より消火し、漏洩防止処置を行う。 

消火を行う者の保護 ：消火作業の際は、空気呼吸器を含め、適切な保護服（耐火性）を着用

する。 

 

６．漏出時の措置 

人体に対する注意事項、保護具及び緊急時措置：  

関係者以外の立入りを禁止する。  

漏洩箇所を換気する。 

漏洩物に触れたり、その中を歩いたりしない。 

作業者は適切な保護具（「８．ばく露防止及び保護措置」の項を参照）

を着用し、眼、皮膚への接触を避ける。  

環境に対する注意事項 ：環境中に放出してはならない。河川等に排出され、環境へ影響を起こ

さないように注意する。  

希釈水は汚染を引き起こすおそれがある。 

回収、中和 ：少量の場合、乾燥土、砂や不燃材料で吸収し、安全な場所に覆って密

閉できる空容器に回収する。 

多量の場合、土嚢などで流出を防ぎ、ポンプで吸い取る。 

封じ込め及び浄化の方法・機材：危険でなければ漏れを止める。 

二次災害の防止策 ：排水溝、下水溝、地下室あるいは閉塞場所への流入を防ぐ。 

床面に残ると滑る危険性があるため、こまめに処理する。 

 

７．取り扱い及び保管上の注意 

取り扱い 

 技術的対策      ：「８．ばく露防止及び保護措置」に記載の設備対策を行い、保護具を

着用する。  
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容器を転倒させ、落下させ、衝撃を加え、又は引きずるなどの取扱い

をしてはならない。  

 局所排気・全体換気 ：「８．ばく露防止及び保護措置」に記載の局所排気、全体換気を行な

う。  

 安全取扱い注意事項 ：接触、吸入又は飲み込んではならない。  

取扱い後はよく洗うこと。  

ミストやスプレーを吸入しないこと。  

接触回避 ：「１０．安定性及び反応性」を参照。  

保管   

 技術的対策 ：特別に技術的対策は必要としない。 

 保管条件 ：子供の手の届くところに保管しない。また、イタズラ・悪用等されな

いようにする。 

水漏れのない屋内で凍結や 40℃以上の高温になる場所では保管しない。 

日光から遮断する。凍結厳禁。  

 混触危険物質 ：（１０．安定性および反応性）を参照。 

 容器包装材料 ：包装、容器の規制はないが密閉式の破損しないものに入れる。例えば、

ステンレス、ポリエチレン(HDPE)、ポリプロピレン等の密閉可能な容

器など。 

 

８．暴露防止及び保護措置 

設備対策 ：換気、通風をしながらご使用ください。本製品を貯蔵または使用する

設備は眼洗浄施設及び安全シャワーを設置したほうがよい。 

保護具 

 呼吸器の保護具 ：換気が不十分な場合には、適当な呼吸用保護具(例えば、有機ガス用マ

スク、アンモニア用マスクなど)を着用すること。 

 手の保護具 ：必要に応じて耐薬品性の保護手袋を着用すること。 

 目の保護具 ：必要に応じて保護眼鏡(例えば、普通眼鏡型、ゴーグル型)を着用する

こと。 

 皮膚及び身体の保護具 ：必要に応じて保護服、保護長靴、保護前掛けなどを着用すること。 

衛生対策 ：取扱い後はよく手を洗うこと。 

 

９．物理的・化学的性質 

外観 ：乳状白色の液体 

臭い ：わずかにアンモニア臭を伴う 

pH ：7.9±1.0 

粘度 ：3.5±2.0 mPa・s 

不揮発分 ：22±2％ 

融点／凝固点 ：データなし 

沸点、初留点と沸騰範囲 ：水程度の沸点と推察する。 
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引火点 ：なし 

自然発火温度（発火点） ：なし 

燃焼又は爆発範囲の上限／下限：データなし 

蒸気圧 ：データなし 

蒸気密度 ：データなし 

比重（相対密度） ：約 1.000 

溶解性 ：水に殆ど無限に分散する。 

オクタノール／水分配係数：データなし 

分解温度 ：データなし 

 

１０．安定性及び反応性 

安定性 ：通常の条件下では安定であるが、熱や光に直接長期間曝されると変色

などの影響を受ける。 

危険有害反応可能性 ：通常の条件下では反応性はない。 

避けるべき条件 ：凍結、高温、光、過剰な酸素など 

混触危険物質 ：酸化性物質、その他一般的な混触禁止物質との混和は避ける。 

危険有害な分解生成物 ：燃焼などにより CO 等の有害ガスを発生するおそれがある。 

 

１１．有害性情報 

GHS 分類に係る有害性 ：分類できない成分及びデータ不足の成分を多数含むため、分類できな

いとした。 

 

１２．環境影響情報 

GHS 分類に係る有害性  ：分類できない成分及びデータ不足の成分を多数含むため、分類でな    

いとした。 

その他の環境影響 ：（13.廃棄上の注意）参照。 

 COD ：140,000mg/kg（原液） 

 BOD ：17,000mg/kg（原液） 

 n-ヘキサン抽出物質 ：21,000mg/kg（原液） 

 

１３．廃棄上の注意 

残余廃棄物 ：廃棄においては関連法規（廃棄物処理及び清掃に関する法律、水質汚

濁防止法、下水道法等）並びに地方自治体の基準に従うこと。 

残った本製品及び洗浄・剥離廃液は公共用水域（海、河川、胡椒、用

水路等）やこれらにつながる側溝や周辺土壌には廃棄しないこと。 

下水道に廃棄する場合は、下水道法および当該自治体の条例に準拠し

て処理する。 

浄化槽やその他排水処理施設へ排出する場合は、浄化槽管理者または

排水処理施設管理者に排出可能な廃液の水質、排出量などを確認した
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上で設備に支障をきたさないよう適切に排出すること。 

上記の処理が不可能または確信が持てない場合は、都道府県知事の許

可を受けている産業廃棄物業者に内容物を明確にした上で適切に処分

を委託すること。（内容物によっては「特別管理産業廃棄物」になる

場合がある。） 

汚染容器及び包装 ：地方自治体の規則・基準にしたがって適切に処理すること。 

 

１４．輸送上の注意 

国際規制 

海上規制情報 ：該当しない。 

航空規制情報 ：該当しない。 

国内規制 

陸上規制情報 ：消防法、労働安全衛生法、毒物劇物取締法に該当する場合は、それぞ

れの該当法規に定められている運送方法に従うこと。 

海上規制情報 ：船舶安全法に定められている運送方法に従う。 

海洋汚染物質 ：非該当 

航空規制情報 ：航空法に定められている運送方法に従う。 

特別安全対策 ：（７．取り扱い及び保管上の注意）の記載に従うこと。 

水漏れ対策を施し、凍結や 40℃以上の高温にならないように輸送する。 

容器の破損、腐食、漏れ等がないことを確認する。 

転倒、落下、破損が無いように積み込み、荷崩れの防止を確実に行う。 

 

１５．適用法令 

（１）火薬類取締法 ：非該当 

（２）高圧ガス保安法 ：非該当 

（３）消防法 ：非該当 

（４）毒物及び劇物取締法：非該当 

（５）労働安全衛生法 ：非該当 

（６）化学物質管理促進法：非該当 

 

１６．その他の情報 

引用文献 

  GHS 対応ガイドライン 第二部 製品安全データシートの作成指針 改訂 2版（日本化学工業協

会） 

 

本データシートは製品の工業的な一般的取扱いに際しての安全な取扱いについて最新の情報を集めたもので
すが、安全性を充分保証するものではありません。新たな情報を入手した場合は追加訂正されることがありま
す。 
また、製品を特殊な条件で使用するときは、ユーザーにおいて安全性の評価を実施してください。 


